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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第160期

第３四半期
連結累計期間

第161期
第３四半期
連結累計期間

第160期

会計期間
自　2018年１月１日
至　2018年９月30日

自　2019年１月１日
至　2019年９月30日

自　2018年１月１日
至　2018年12月31日

売上高 （百万円） 33,033 33,695 48,017

経常利益 （百万円） 10,284 11,536 16,508

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（百万円） 6,560 7,582 10,292

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 6,631 8,056 10,076

純資産額 （百万円） 39,184 48,997 42,734

総資産額 （百万円） 67,475 74,114 73,598

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 594.05 685.37 931.89

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 49.2 57.6 49.7

 

回次
第160期

第３四半期
連結会計期間

第161期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自　2018年７月１日
至　2018年９月30日

自　2019年７月１日
至　2019年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 （円） 256.23 178.04

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

４．１株当たり四半期（当期）純利益金額の算定上の基礎となる普通株式の期中平均株式数については、株式給

付信託（BBT）が保有する当社株式を控除しております。

５．「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　2018年２月16日）等を第１四半期連

結会計期間の期首から適用しており、前第３四半期連結累計期間および前連結会計年度に係る主要な経営指

標等については、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっております。

 

２【事業の内容】

　当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容に

重要な変更はありません。関係会社の異動の詳細につきましては、「第４　経理の状況　１　四半期連

結財務諸表　注記事項　連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更」に記載しております。

EDINET提出書類

日本カーボン株式会社(E01140)

四半期報告書

 2/17



第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関

する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有

価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

なお、重要事象等は存在しておりません。
 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものでありま

す。
 

(1）業績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、労働市場の底堅さが維持された一方、生産活

動は力強さを欠く結果となりました。製造業では、米中貿易摩擦の激化などによる海外経済減速に

伴い、設備投資の先送りがみられています。今後、輸出については引き続き低迷が続くとみられ、

米国の追加利下げによる円高進行や、消費増税後の需要低迷による下振れリスクが懸念されていま

す。

世界経済は、米国では、堅調な個人消費の伸びや雇用拡大ペースの底堅さが維持された一方で、

設備投資の伸びに弱さが見られ、景況感の下落傾向が継続するなど、経済見通しに下振れリスクが

高まっています。欧州では、労働市場は底堅く推移した一方、昨年から域外輸出は減速基調が続

き、ドイツを中心に製造業の業況悪化が継続しています。中国では、政府の景気下支え策により大

幅な落ち込みは回避したものの、米中貿易摩擦の激化から景気全体の下押し圧力はさらに強まる可

能性が高いと考えられます。

このような状況の中、当社グループの主要関連産業であります鉄鋼産業は、国内鉄鋼市場は総じ

て堅調なものの、鋼材受注（内需）の減少が続くなど、力強さを欠く状況となっております。ま

た、半導体関連産業は中国を中心にスマートフォンや自動車、産業機械などの需要が弱く、９月お

よび12月の米国政府による対中国関税引き上げ第4弾の実施により、再び弱含む可能性が高い状況

にあると考えられます。

このような事業環境の中、当社グループは、生産効率の向上と原価および環境負荷の低減を目的

とした生産設備の拡充や販売網の強化を推進してまいりました。

また、企業市民としてコンプライアンス体制の一層の強化・拡充と最良の製品を通して広く社会

に貢献すべく品質管理の徹底を推進してまいりました。

その結果、当第３四半期連結累計期間の業績は、売上高336億9千5百万円（前年同四半期比2.0％

増）、営業利益118億4千7百万円（前年同四半期比15.2％増）、経常利益115億3千6百万円（前年同

四半期比12.2％増）、親会社株主に帰属する四半期純利益75億8千2百万円（前年同四半期比15.6％

増）となりました。

なお、セグメント別の業績は次のとおりであります。
 

（炭素製品関連）

電極部門は、輸出数量は計画未達となりましたが、国内市場向けでは堅調さを維持しました。

ファインカーボン部門、化学構造用不浸透黒鉛レスボンについては、順調に推移しております。

リチウムイオン電池負極材の販売は、民生向けは前期比マイナスとなりましたが、車載向けを中心

に底堅さを維持しました。

この結果、売上高は314億7千万円（前年同四半期比3.1％増）、セグメント利益（営業利益）は

114億9百万円（前年同四半期比16.7％増）となりました。
 

 

(炭化けい素製品関連)

炭化けい素繊維の製造・販売は、2019年8月に発生した工場火災により、生産減を余儀なくさ

れ、補助ラインの稼働により挽回を図ったものの、売上高は13億9千4百万円（前年同四半期比

16.0％減）、セグメント利益（営業利益）は1億8千1百万円（前年同四半期比31.5％減）となりま

した。
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（その他）

産業用機械の製造・販売は安定して推移し、売上高は8億3千1百万円（前年同四半期比1.7％

減）、セグメント利益（営業利益）は2億4千4百万円（前年同四半期比7.4％増）となりました。
 

(2）財政状態の分析

当第３四半期連結会計期間末の総資産は、741億1千4百万円となり、前連結会計年度末に比べ5億

1千5百万円の増加となりました。流動資産は、たな卸資産38億5千2百万円の増加はありましたが、

受取手形及び売掛金29億5千3百万円の減少、現金及び預金26億2千9百万円の減少等により、482億2

千8百万円と前連結会計年度末に比べ16億8千万円の減少となりました。固定資産は、有形固定資産

17億3百万円の増加および投資有価証券2億8千1百万円の増加により、258億8千6百万円と前連結会

計年度末に比べ21億9千6百万円の増加となりました。

負債は、251億1千6百万円となり、前連結会計年度末に比べ57億4千7百万円の減少となりまし

た。流動負債は、未払法人税等35億9千1百万円の減少、支払手形及び買掛金19億4千万円の減少等

により、192億9百万円と前連結会計年度末に比べ51億3千7百万円の減少となりました。固定負債

は、長期借入金6億6千2百万円の減少及び退職給付に係る負債1億2百万円の減少等により、59億7百

万円と前連結会計年度末に比べ6億9百万円の減少となりました。

純資産は、配当金の支払16億5千7百万円がありましたが、親会社株主に帰属する四半期純利益75

億8千2百万円等により、前連結会計年度末に比べ62億6千2百万円増加し、489億9千7百万円となり

ました。
 

(3）研究開発活動

当社グループの当第３四半期連結累計期間における研究開発費の総額は2億6千6百万円（全額炭

素製品関連セグメント）であります。

なお、当第３四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更は

ありません。
 

３【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定及び締結はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 40,000,000

計 40,000,000

 

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末
現在発行数（株）
（2019年9月30日）

提出日現在発行数
（株）

（2019年11月8日）

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 11,832,504 11,832,504
東京証券取引所

（市場第一部）

完全議決権株式であり、権利

内容に何ら限定のない当社に

おける標準となる株式。

単元株式数100株。

計 11,832,504 11,832,504 － －

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。
 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。
 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。
 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

2019年７月１日～

2019年９月30日
－ 11,832,504 － 7,402 － 1,851

 

 

（５）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認

できないため、記載することができないことから、直前の基準日（2019年6月30日）に基づく

株主名簿による記載をしております。
 

①【発行済株式】
2019年６月30日現在

 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式    726,400
－

権利内容に何ら限定のない当社

における標準となる株式

完全議決権株式（その他） 普通株式 11,057,500 110,575 同上

単元未満株式 普通株式     48,604 － 同上

発行済株式総数 11,832,504 － －

総株主の議決権 － 110,575 －

（注）１．単元未満株式には、当社所有の自己株式59株が含まれております。

２．「完全議決権株式（その他）」の普通株式には、株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有

していない株式が1百株（議決権1個）含まれております。

３．「完全議決権株式（その他）」の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が15百株（議決権15個）含ま

れております。

４．「完全議決権株式（その他）」には、株式給付信託（BBT）が所有する当社株式427百株（議決権の数427

個）が含まれております。

 

②【自己株式等】
2019年６月30日現在

 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義
所有株式数

（株）

他人名義
所有株式数
（株）

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

日本カーボン株式会社

東京都中央区八丁堀

１－１０－７
726,400 － 726,400 6.14

計 － 726,400 － 726,400 6.14

（注）１．「自己名義所有株式数」のほか、株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式

が1百株あります。

２．株式給付信託（BBT）が所有する当社株式427百株は、上記の自己株式には含まれておりません。

 

２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間において、役員の異動はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」

（平成19年内閣府令第64号）に基づいて作成しております。
 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（2019年

７月１日から2019年９月30日まで）及び第３四半期連結累計期間（2019年１月１日から2019年９月

30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビュー

を受けております。
 

EDINET提出書類

日本カーボン株式会社(E01140)

四半期報告書

 7/17



１【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】
  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2018年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2019年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 19,747 17,118

受取手形及び売掛金 ※ 15,270 12,316

商品及び製品 6,889 9,419

仕掛品 4,351 4,908

原材料及び貯蔵品 3,255 4,019

その他 415 465

貸倒引当金 △20 △19

流動資産合計 49,908 48,228

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 15,502 16,025

減価償却累計額及び減損損失累計額 △9,300 △9,493

建物及び構築物（純額） 6,202 6,532

機械及び装置 41,826 43,867

減価償却累計額及び減損損失累計額 △36,859 △37,498

機械及び装置（純額） 4,966 6,369

車両運搬具及び工具器具備品 3,084 3,224

減価償却累計額及び減損損失累計額 △2,665 △2,796

車両運搬具及び工具器具備品（純額） 418 428

土地 3,516 3,516

建設仮勘定 1,087 1,048

有形固定資産合計 16,192 17,895

無形固定資産 202 160

投資その他の資産   

投資有価証券 5,390 5,672

繰延税金資産 402 512

その他 1,510 1,654

貸倒引当金 △8 △8

投資その他の資産合計 7,295 7,829

固定資産合計 23,689 25,886

資産合計 73,598 74,114
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2018年12月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2019年９月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 ※ 7,392 5,451

短期借入金 8,381 8,390

未払費用 728 866

未払法人税等 4,841 1,250

賞与引当金 193 537

役員賞与引当金 125 86

工場移転関連費用引当金 539 459

その他 ※ 2,144 2,168

流動負債合計 24,346 19,209

固定負債   

長期借入金 4,867 4,205

繰延税金負債 229 363

退職給付に係る負債 847 745

役員退職慰労引当金 39 46

役員株式給付引当金 50 64

環境対策引当金 28 28

資産除去債務 62 62

その他 391 391

固定負債合計 6,517 5,907

負債合計 30,863 25,116

純資産の部   

株主資本   

資本金 7,402 7,402

資本剰余金 7,857 7,857

利益剰余金 21,646 27,571

自己株式 △1,924 △1,921

株主資本合計 34,982 40,911

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 1,584 1,858

繰延ヘッジ損益 6 △0

為替換算調整勘定 42 5

退職給付に係る調整累計額 △77 △47

その他の包括利益累計額合計 1,556 1,815

非支配株主持分 6,195 6,270

純資産合計 42,734 48,997

負債純資産合計 73,598 74,114
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】
  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間

(自　2018年１月１日
　至　2018年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2019年１月１日
　至　2019年９月30日)

売上高 33,033 33,695

売上原価 18,992 17,775

売上総利益 14,041 15,919

販売費及び一般管理費 3,755 4,072

営業利益 10,285 11,847

営業外収益   

受取配当金 68 69

受取保険金 － 94

持分法による投資利益 17 －

為替差益 56 －

その他 121 111

営業外収益合計 264 275

営業外費用   

支払利息 66 61

為替差損 － 42

持分法による投資損失 － 25

固定資産除却損 114 206

その他 84 250

営業外費用合計 265 586

経常利益 10,284 11,536

特別損失   

火災損失 ※ 275 ※ 435

特別損失合計 275 435

税金等調整前四半期純利益 10,008 11,100

法人税、住民税及び事業税 2,755 3,397

法人税等調整額 402 △111

法人税等合計 3,157 3,285

四半期純利益 6,851 7,814

非支配株主に帰属する四半期純利益 290 232

親会社株主に帰属する四半期純利益 6,560 7,582
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】
  （単位：百万円）

 
前第３四半期連結累計期間

(自　2018年１月１日
　至　2018年９月30日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2019年１月１日
　至　2019年９月30日)

四半期純利益 6,851 7,814

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △336 274

繰延ヘッジ損益 △2 △6

為替換算調整勘定 96 △55

退職給付に係る調整額 21 30

その他の包括利益合計 △220 242

四半期包括利益 6,631 8,056

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 6,305 7,841

非支配株主に係る四半期包括利益 325 215
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【注記事項】

（連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更）

第２四半期連結会計期間より、中国に連結子会社Nippon Carbon Shanghai Co., Ltd. を設立し

たため、連結の範囲に含めております。
 

（追加情報）

（取締役に対する株式給付信託（BBT）導入）

当社は、取締役の中長期的な業績の向上と企業価値の増大に貢献する意識を高めることを目的

として、業績連動型株式報酬制度「株式給付信託（BBT）」を導入しております。

　当該信託契約に係る会計処理については、「従業員等に信託を通じて自社の株式を交付する取

引に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第30号　平成27年３月26日）に準じております。
 

（１）取引の概要

本制度は、当社が拠出する金銭を原資として当社株式が信託を通じて取得され、取締役に対し

て、当社が定める役員株式給付規定に従って、当社株式および当社株式を時価で換算した金額相

当の金銭が本信託を通じて給付される業績連動型株式報酬制度です。なお、取締役が当社株式等

の給付を受ける時期は、原則として取締役の退任時となります。
 

（２）信託に残存する自社の株式

信託に残存する当社株式を、信託における帳簿価格（付随費用の金額を除く。）により、純資

産の部に自己株式として計上しております。当第３四半期連結会計期間末における当該自己株式

の帳簿価額は128百万円、株式数は427百株、当第３四半期連結会計期間の期中平均株式数は428

百株となります。また、１株当たり情報の算定上、控除する自己株式に含めております。
 

（『税効果会計に係る会計基準』の一部改正等の適用）

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年2月16日）等を

第１四半期連結会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表

示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示しております。
 

（四半期連結貸借対照表関係）

※ 手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。したがって、前連結会計

年度末日が金融機関の休日であったため、次の連結会計年度末日満期手形が、前連結会計年度末残高

に含まれております。

 
前連結会計年度

（2018年12月31日）
当第３四半期連結会計期間

（2019年９月30日）

受取手形 118百万円 －百万円

支払手形 336　〃 －　〃

設備関係支払手形 97　〃 －　〃

 

（四半期連結損益計算書関係）

※　火災損失

連結子会社ＮＧＳアドバンストファイバー株式会社において発生した工場火災により焼損した生産

設備の復旧費用であります。
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（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。な

お、第３四半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は次のとおり

であります。

 
前第３四半期連結累計期間
（自　2018年１月１日
至　2018年９月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2019年１月１日
至　2019年９月30日）

減価償却費 1,144百万円 1,354百万円

 

（株主資本等関係）

前第３四半期連結累計期間（自　2018年１月１日　至　2018年９月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2018年３月28日

定時株主総会
普通株式 554 50.00 2017年12月31日 2018年３月29日 利益剰余金

2018年８月10日

取締役会決議
普通株式 554 50.00 2018年６月30日 2018年８月27日 利益剰余金

（注）１.2018年３月28日定時株主総会決議による配当金の総額には、株式給付信託（BBT）が保有する当社株式に対する

配当金2百万円が含まれております。

２.2018年８月10日取締役会決議による配当金の総額には、株式給付信託（BBT）が保有する当社株式に対する配当

金2百万円が含まれております。

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会

計期間の末日後となるもの

　該当事項はありません。
 

当第３四半期連結累計期間（自　2019年１月１日　至　2019年９月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2019年３月27日

定時株主総会
普通株式 555 50.00 2018年12月31日 2019年３月28日 利益剰余金

2019年８月９日

取締役会決議
普通株式 1,110 100.00 2019年６月30日 2019年８月27日 利益剰余金

（注）１.2019年３月27日定時株主総会決議による配当金の総額には、株式給付信託（BBT）が保有する当社株式に対する

配当金2百万円が含まれております。

２.2019年８月９日取締役会決議による配当金の総額には、株式給付信託（BBT）が保有する当社株式に対する配当

金4百万円が含まれております。

 

２．基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会

計期間の末日後となるもの

　該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期連結累計期間（自　2018年１月１日　至　2018年９月30日）

　報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

     （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額
（注１）

四半期連結
損益計算書
計上額
（注２）

 
炭素製品
関連

炭化けい素
製品関連

その他 計

売上高       

外部顧客への売上高 30,528 1,659 845 33,033 － 33,033

セグメント間の内部売上高又は振替高 3 － 472 475 △475 －

計 30,532 1,659 1,318 33,509 △475 33,033

セグメント利益 9,780 265 227 10,273 12 10,285

（注）１　セグメント間取引消去によるものであります。

２　セグメント利益は四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

 

 

Ⅱ　当第３四半期連結累計期間（自　2019年１月１日　至　2019年９月30日）

　報告セグメントごとの売上高及び利益の金額に関する情報

     （単位：百万円）

 報告セグメント
調整額
（注１）

四半期連結
損益計算書
計上額
（注２）

 
炭素製品
関連

炭化けい素
製品関連

その他 計

売上高       

外部顧客への売上高 31,470 1,394 831 33,695 － 33,695

セグメント間の内部売上高又は振替高 1 6 581 589 △589 －

計 31,471 1,401 1,412 34,285 △589 33,695

セグメント利益 11,409 181 244 11,835 12 11,847

（注）１　セグメント間取引消去によるものであります。

２　セグメント利益は四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額とその算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第３四半期連結累計期間
（自　2018年１月１日
至　2018年９月30日）

当第３四半期連結累計期間
（自　2019年１月１日
至　2019年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額 594円05銭 685円37銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額

（百万円）
6,560 7,582

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利

益金額（百万円）
6,560 7,582

普通株式の期中平均株式数（百株） 110,437 110,633

（注）１.潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２.１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎となる普通株式の期中平均株式数については、株式給付信託

（BBT）が保有する当社株式を、前第３四半期連結累計期間は444百株、当第３四半期連結累計期間は428百株

を控除しております。

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
 

 

２【その他】

2019年８月９日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

（イ）配当金の総額………………………………………1,110百万円

（ロ）１株当たりの金額…………………………………100.00円

（ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………2019年８月27日
（注）2019年６月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主へ支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

 2019年11月７日
 

日本カーボン株式会社
 

 取締役会　御中  

 

 有限責任監査法人トーマツ  

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 森　　谷　　和　　正　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 中　　島　　達　　弥　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日本カーボ

ン株式会社の２０１９年１月１日から２０１９年１２月３１日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（２０１９

年７月１日から２０１９年９月３０日まで）及び第３四半期連結累計期間（２０１９年１月１日から２０１９年９月３０

日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計

算書及び注記について四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日本カーボン株式会社及び連結子会社の２０１９年９月３０日現在の

財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべ

ての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管している。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていない。
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